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事業CD 款 目 事業名
担当課

（令和７年度
担当課）

258 1 010135 総務費 一般管理費 職員給与費−国⺠健康保険特別会計 人事課
258 2 810101 総務費 一般管理費 国保事務事業 保険年金課
258 3 810201 総務費 連合会負担金 県国⺠健康保険連合会負担金 保険年金課
258 4 810301 総務費 徴収費 国保料賦課徴収事業 保険年金課
260 5 810401 総務費 運営協議会費 国保運営協議会運営事業 保険年金課
260 6 811101 保険給付費 一般被保険者療養給付費 一般被保険者療養給付費 保険年金課
260 7 811102 保険給付費 退職被保険者等療養給付費 退職被保険者等療養給付費 保険年金課
260 8 811201 保険給付費 一般被保険者療養費 一般被保険者療養費 保険年金課
260 9 811202 保険給付費 退職被保険者等療養費 退職被保険者等療養費 保険年金課
260 10 811301 保険給付費 審査支払手数料 医療費請求書審査支払手数料 保険年金課
260 11 811401 保険給付費 一般被保険者高額療養費 一般被保険者高額療養費 保険年金課
260 12 811402 保険給付費 退職被保険者等高額療養費 退職被保険者等高額療養費 保険年金課
260 13 811501 保険給付費 一般被保険者高額介護合算療養費 一般被保険者高額介護合算療養費 保険年金課
262 14 811502 保険給付費 退職被保険者高額介護合算療養費 退職被保険者高額介護合算療養費 保険年金課
262 15 811701 保険給付費 一般被保険者移送費 一般被保険者移送負担金 保険年金課
262 16 811702 保険給付費 退職被保険者等移送費 退職被保険者等移送負担金 保険年金課
262 17 812101 保険給付費 出産育児一時金 出産育児一時負担金 保険年金課
262 18 812102 保険給付費 出産育児一時金 出産育児一時金支払手数料 保険年金課
262 19 812201 保険給付費 葬祭費 葬祭一時負担金 保険年金課
262 20 812601 保険給付費 傷病手当金 傷病手当負担金 保険年金課
262 21 813101 国⺠健康保険事業費納付金 一般被保険者医療給付費分 一般被保険者医療給付費事業費納付金 保険年金課
264 22 813201 国⺠健康保険事業費納付金 一般被保険者後期高齢者支援金等分 一般被保険者後期高齢者支援金等事業費納付金 保険年金課
264 23 813301 国⺠健康保険事業費納付金 介護納付金分 介護納付金事業費納付金 保険年金課
264 24 815101 保健事業費 特定健康診査等事業費 特定健康診査等事業 保険年金課
264 25 815201 保健事業費 保健衛生普及費 保健衛生普及事業 保険年金課
266 26 815301 保健事業費 保健衛生普及費 若年健康診査事業 保険年金課
266 27 815401 保健事業費 高額療養貸付金 高額医療費貸付金 保険年金課
266 28 961101 基金積立金 財政調整基金費 財政調整基金積立金 保険年金課
266 29 819001 諸支出金 一般被保険者保険料還付金 一般被保険者過年度収入保険料返還金 保険年金課
266 30 819101 諸支出金 一般被保険者還付加算金 一般被保険者過年度収入保険料還付加算金 保険年金課
266 31 819201 諸支出金 保険給付費等交付金償還金 保険給付費等交付金償還金（普通交付金分） 保険年金課
266 32 819202 諸支出金 保険給付費等交付金償還金 保険給付費等交付金償還金（特別交付金分） 保険年金課
266 33 980111 予備費 予備費 予備費−国⺠健康保険特別会計 保険年金課

令和６年度主要な施策の成果に関する説明書「インデックス」 
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1

＜事業概要＞

　国民健康保険事業に従事
する職員の給与を計上しまし
た。

258

総務管理費

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 単位

被保険者数 15,700 15,288

事業CD

総務費

（前年決算

予算額(千円) 29,664

事業名

27,655

810101

会計

（前年決算 80,909

国庫支出金

年度末人数

所管課 人事課

　引続き、適正な国民健康保険事業のために計上します。

決算額(千円) 79,846

事業CD

会計

010135

国民健康保険特別会計

総務費

職員給与費－国民健康保険特別会計事業名

総務管理費

一般管理費

予算額(千円) 82,995

資料決算書頁 258

　国民健康保険事業に従事する職員の給与を計上しました。

21,593

国民健康保険特別会計 決算書頁 資料

県支出金   

国庫支出金

県支出金   

一般管理費

2

会計年度職員の雇用（レセプト点検）

新年度保険証更新（手数料・リーフレット）

　団塊世代の後期高齢者医療制度移行や、被用者保険適用条件の拡大により、被保険者数は減
少しているにもかかわらず、医療技術の高度化や高額薬剤の利用によって1人あたり・1件あたり
の医療費は増加しています。
　本事業では、国民健康被保険証の年次更新の実施に係る手数料、国の医療制度改革によるシ
ステムの運営にかかる手数料等を支出しました。また、国保連合会によるレセプト点検・二次点検
や当市レセプト点検員による点検によって、医療費の適正化に努めました。

所管課 保険年金課
国保事務事業

＜事業概要＞

　国民健康保険事業の安定
的運営と国保財政の健全化
に努めるため、国の医療制度
改革やシステム改修への対
応等適切な事務運営を行い
ました。

　令和６年１２月２日をもって新規の保険証発行が廃止となりました。現状では、特に問題なく、マ
イナ証へ移行できています。今後は引き続き、国の動向を注視し、マイナ保険証に係る登録およ
び利用のメリットを啓発するとともに、市民に必要な情報を周知し、マイナ保険証をお持ちでない方
には職権で資格確認証を交付する等、適切な対応を行っていきます。

決算額(千円)

マイナンバーカードと保険証の一体化に係るシステム改修業
務委託

14,683

4,626

14,034

4,329

13,289

3,951

人

人

2,409

700

0

2,930

702

5,346

千円

千円

千円

事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動

うち、７０歳以上 4,774 4,784

令和5年度 令和6年度 単位

マイナ保険証啓発にかかる広報掲載 1（1月） 3（7.9.11月） 回
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＜事業概要＞ 収納に係るコンビニ・銀行振り込み手数料 1,974 2,004 千円

　国民健康保険事業の運営
の財源となる保険料の公平
公正な賦課および保険料収
納率向上に努めました。

賦課決定通知書に係る封入・封緘作業委託 1,793 1,842 千円

　保険料の徴収は県内市町平均を上回る収納率を確保できており、今後についても維持できるよ
う取り組む必要があります。
　平成３０年度から国保の運営主体は県となり、保険料の県内統一について令和９年度を原則と
されたことから、急激な保険料の上昇を抑制するため基金を活用しつつ、保険料を設定する必要
があります。

4

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

会計年度任用職員の雇用（徴収員） 3,536 4,064 千円

3

＜事業概要＞

県支出金   

総務費

徴収費 　国民健康保険事業運営を安定的に実施するためには、確実な歳入確保が不可欠であり、保険
料については公平・公正な賦課徴収に努めました。未申告者への申告指導や徴収員による訪問
徴収、また、滞納者に対しては、分割納付の相談や短期証、資格証明書を発行し、自主納付につ
ながる意欲喚起を行うなど収納対策に取り組みました。現年分の収納率は95.78％で、前年度比
0.13％下落しましたが、県内市町平均95.54％を上回る収納率を確保することができました。

徴収費

予算額(千円) 11,844

決算額(千円) 11,475

（前年決算 15,469

国庫支出金

事業CD 810301
事業名 国保料賦課徴収事業

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 258 資料

　国民健康保険団体連合会
に医療費データ作成や診療
報酬審査等に関する事務を
委託しているため、それに伴
う市町負担金を支出しました
（事務費負担金、KDBシステ
ム活用事業負担金等）。

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 258 資料

事業CD 810201
事業名 県国民健康保険連合会負担金

所管課

総務管理費 　国民健康保険団体連合会に医療費データ作成や診療報酬審査等に関する事務を委託している
ため、それに伴う市町負担金を支出しました（事務費負担金、KDBシステム活用事業負担金等）。

連合会負担金

予算額(千円) 6,313

決算額(千円) 6,301

（前年決算 6,196

国庫支出金

総務費

保険年金課

　引き続き、国民健康保険団体連合会に医療費データ作成や診療報酬審査等に関する事務を委
託し、適正な国保事務に努めます。
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令和５年度

調定額 1,422,165 181,523

収納額 1,363,987 35,431

収納率 95.91% 19.52%

令和６年度

調定額 1,400,557 194,201

収納額 1,341,431 41,438

収納率 95.78% 21.34%

令和３年度

調定額 1,510,309 186,168

収納額 1,455,955 52,178

収納率 96.40% 28.03%

令和４年度

調定額 1,412,453 177,342

収納額 1,357,773 36,569

収納率 96.13% 20.62%

事業CD 810301 事業名 国保料賦課徴収事業 所管課 保険年金課

国民健康保険料調定額・収納額実績経過表　　　　　（単位：千円）

現年分 滞繰分

令和２年度

調定額 1,526,982 206,867

収納額 1,466,484 62,414

収納率 96.04% 30.17%

＜事業概要＞

　国民健康保険事業の適正
かつ健全な運営を図るため、
国民健康保険運営協議会を
開催し、委員報酬を支払いま
した。

　県下の保険料水準の統一と給付の公平化ならびに医療費の動向を注視・考慮しながら、必要に
応じて臨時開催するなど協議会運営に努めます。
　また、令和７年度は委員改選を行い、新委員体制での協議会の初年度となります。適切な情報
提供等で、協議会の充実を図り、引き続き、国民健康保険事業の適正かつ健全な運営を図りま
す。

5

県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

運営協議会の開催 2 3 回

総務費

運営協議会費 　近江八幡市国民健康保険運営協議会委員については、原則３年任期（令和４年４月から令和７
年３月まで）で委嘱しており、被保険者代表５名、医師会・歯科医師会・薬剤師会代表５名、公益代
表５名、被用者代表２名の計１７名で構成しています。
　令和６年度は５月、６月、３月の年３回開催しました。５月、３月では国民健康保険事業計画およ
び報告、国民健康保険特別会計の予算・決算、保険料率ならびに徴収等について審議を行いまし
た。５月で継続審議となった委員定数の改定について、６月に臨時で書面開催にて審議し、条例
改正の議会議決により、令和７年度から委員数が１７名から１３名になりました。

運営協議会費

予算額(千円) 242

決算額(千円) 213

（前年決算 157

国庫支出金

事業CD 810401
事業名 国保運営協議会運営事業

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 260 資料



無
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＜事業概要＞

　退職被保険者の療養給付
費に対し、保険者負担金を医
療機関等へ支払うために計
上しました。

　退職医療制度は令和６年４月に廃止されましたが、過去の遡及分として該当者を把握した場合
には適正な支払いに努めます。

7

県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

退職被保険者等療養給付費（事業年報より） 0 0 件

保険給付費

療養諸費 　退職被保険者の療養給付費に対して保険者負担金を医療機関等へ支払うために計上しました
が、当年度は該当者がなく執行はありませんでした。

退職被保険者等療養給付費

予算額(千円) 100

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 811102
事業名 退職被保険者等療養給付費

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 260 資料

＜事業概要＞

　一般被保険者の療養給付
費に対し、保険者負担金を医
療機関等へ支払いました。

　引き続き、医療機関等への適正な支払いに努めます。

6

県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

一般被保険者療養給付費：現物給付のみ（事業年報より） 277,352 265,724 件

保険給付費

療養諸費 　一般被保険者の療養給付費にかかる現物給付分は、県からの普通交付金を充当し、保険者負
担金を医療機関等へ支払う振替処理をしました。

一般被保険者療養給付費

予算額(千円) 4,775,113

決算額(千円) 4,477,137

（前年決算 4,623,739

国庫支出金

事業CD 811101
事業名 一般被保険者療養給付費

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 260 資料



無
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＜事業概要＞

　退職被保険者が、療養及び
治療に対して自費で負担した
もの等について保険者負担
相当分の費用を遡及して払
い戻しました。

　退職医療制度は令和６年４月に廃止されましたが、過去の遡及分として該当者を把握した場合
には適正な支払いに努めます。

9

県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

退職保険者療養費（事業年報より） 0 0 件

保険給付費

療養諸費 　退職被保険者が、療養及び治療に対して自費で負担したもの等について保険者負担相当分の
費用を支給しますが、当年度の執行はありませんでした。

退職被保険者等療養費

予算額(千円) 50

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 811202
事業名 退職被保険者等療養費

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 260 資料

＜事業概要＞ うち現金支給分 547 456 件

一般被保険者が、療養および
治療に対して自費で負担した
もの等について保険者負担
相当分の費用を後日払い戻
しました。

　今後も適正な療養費支給を行えるよう、速やかな申請内容の審査、支給に努めます。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

一般保険者療養費（事業年報より） 5,198 4,816 件

保険給付費

療養諸費 　療養の給付等を行うことが困難なであるとき、被保険者が医療機関等以外から診療、手当を受
けた場合に保険者がやむを得ないと認めるときに療養費を支給します。
　柔道整復療養費およびあはき療養費については受領委任制度により施術所等へ現物給付とし
て、県からの普通交付金を充当し、保険者負担金を支払う振替処理をしました。また、保険証相違
や補装具の購入により被保険者が自費で負担した費用について、保険者負担分を現金給付とし
て償還払いしました。

一般被保険者療養費

予算額(千円) 39,235

決算額(千円) 33,543

（前年決算 33,011

国庫支出金

事業CD 811201
事業名 一般被保険者療養費

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 260 資料



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 01

目 05

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞ うち現金給付分 2,535 2,453 件

　一般被保険者が医療機関
で支払った一部負担金が高
額になった場合、所得に応じ
た負担額限度額を超えた金
額について支払いを行いまし
た。

　引き続き適正な高額療養費の支給を行えるよう、申請内容の審査と支給を行います。また、現
在、支給申請手続きの簡素化に向けた取り組みを県内市町とともに協議を進めています。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

一般高額療養費（事業年報より） 11,839 11,592 件

保険給付費

高額療養費 　一般被保険者の高額療養費において限度額適用認定証を利用された現物給付分は、県からの
普通交付金を充当し、保険者負担金を医療機関等へ支払う振替処理をしました。
　また、医療機関で支払った一部負担金が高額になった場合、3,000円以上の償還払いがある方
で申請をしていない方には勧奨通知を送付し、受け付けた申請書は申請内容を審査した上で自
己負担額を超えた金額の償還払いを行いました。

一般被保険者高額療養費

予算額(千円) 716,000

決算額(千円) 678,486

（前年決算 672,212

国庫支出金

事業CD 811401
事業名 一般被保険者高額療養費

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 260 資料

＜事業概要＞

　診療報酬明細書または調
剤報酬明細書に係る審査、
診療報酬の支払業務を国民
健康保険団体連合会に委託
しているため、それに係る手
数料を支払いました。

　引き続き、国民健康保険団体連合会に審査・支払業務を委託し、適正な医療の給付に努めま
す。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位
医療費請求書審査支払手数料（国保連合会診療報酬請求内
訳書より） 282,561 273,099 件

保険給付費

療養諸費 　診療報酬明細書または調剤報酬明細書に係る審査、診療報酬の支払業務を国民健康保険団
体連合会に委託している手数料を支払いました。

審査支払手数料

予算額(千円) 32,453

決算額(千円) 28,880

（前年決算 29,908

国庫支出金

事業CD 811301
事業名 医療費請求書審査支払手数料

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 260 資料



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 02

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 03

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞

　医療費の経済的負担が過
大とならないように、本人負
担を一定範囲内に留めるた
め、一般高額療養費・高額介
護サービス費、高額介護予防
費の支払者に対して、償還払
いを行いました。 　引き続き、今後も適正な一般被保険者高額介護合算療養費の支給を行えるよう、介護保険課と

も協力の上、審査と支給を行います。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

一般高額介護合算療養費：現金給付のみ（事業年報より） 30 16 世帯

保険給付費

高額療養費 　一般被保険者で高額療養費・高額介護サービス費、高額介護予防費の支払い者に対して、一定
の自己負担額に留めるため、申請のあった世帯について償還払い、もしくは福祉医療へ振替を行
いました。一般被保険者高額介護合算療養費

予算額(千円) 700

決算額(千円) 323

（前年決算 571

国庫支出金

事業CD 811501
事業名 一般被保険者高額介護合算療養費

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 260 資料

＜事業概要＞

　退職者医療被保険者が医
療機関で支払った一部負担
金が高額になった場合、所得
に応じた負担限度額を超えた
金額について支払いを行いま
す。

　退職医療制度は令和６年４月に廃止されましたが、過去の遡及分として該当者を把握した場合
には適正な支払いに努めます。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

退職高額療養費（事業年報より） 0 0 件

保険給付費

高額療養費 　退職者医療保険者が医療機関で支払った一部負担金が、自己負担限度額を超えた場合に支払
いを行いますが、当年度の執行はありませんでした。

退職被保険者等高額療養費

予算額(千円) 100

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 811402
事業名 退職被保険者等高額療養費

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 260 資料



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 02

目 04

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 03

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞

　一般被保険者が療養を受
けるために災害現場や離島
などからやむを得ず重病人を
医療機関等へ移送されたとき
の被保険者負担相当分を償
還払いするために計上しまし
た。 　今後申請があれば速やかに償還払いの手続きを行います。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

一般保険者移送費：現金給付のみ（事業年報より） 0 0 件

保険給付費

移送費 　一般被保険者が療養を受けるために、災害現場や離島などからやむを得ず重病人を医療機関
等へ移送されたとき、償還払いを行いますが、当年度の執行はありませんでした。

一般被保険者移送費

予算額(千円) 1

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 811701
事業名 一般被保険者移送負担金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 262 資料

＜事業概要＞

　医療費の経済的負担が過
大とならないように、本人負
担を一定範囲内に留めるた
め、退職医療費・高額介護
サービス費、高額介護予防費
の支払者に対して、償還払い
を行います。 　退職医療制度は令和６年４月に廃止されましたが、過去の遡及分として該当者を把握した場合

には適正な支払いに努めます。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

退職高額介護合算療養費（事業年報より） 0 0 件

保険給付費

高額療養費 　退職被保険者で高額療養費・高額介護サービス費、高額介護予防費の支払い者に対して、一定
の自己負担額に留めるため償還払いを行いますが、当年度の執行はありませんでした。

退職被保険者高額介護合算療養費

予算額(千円) 100

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 811502
事業名 退職被保険者高額介護合算療養費

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 262 資料



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 03

目 02

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 04

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞

　子育ての経済的負担を軽減
し出産しやすい環境をつくる
ため、国民健康保険被保険
者の妊娠４ヶ月を超える者に
対し、出産育児一時金を給付
しました。

　引き続き、出産への経済的負担を軽減するため、適正な給付に努めます。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

出産育児一時金支給人数（事業年報より） 39 28 人

保険給付費

出産育児諸費 　被保険者の妊娠４ヶ月を超える者に対し、出産育児一時金を給付しました。　また、出産費用が
５０万円未満の者に対し、差額支給についての申請勧奨、及び支給を行いました。

出産育児一時金

予算額(千円) 21,000

決算額(千円) 14,974

（前年決算 19,206

国庫支出金

事業CD 812101
事業名 出産育児一時負担金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 262 資料

＜事業概要＞

　退職者医療費保険者が療
養を受けるために災害現場
や離島などからやむを得ず重
病人を医療機関等へ移送さ
れたときの被保険者負担相
当分を遡及して償還払いする
ために計上しました。 　退職医療制度は令和６年４月に廃止されましたが、過去の遡及分として該当者を把握した場合

には適正な支払いに努めます。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

退職被保険者移送費（事業年報より） 0 0 件

保険給付費

移送費 　退職者医療費保険者が療養を受けるため、災害現場や離島などからやむを得ず重病人を医療
機関等へ移送されたとき、償還払いを行いますが、当年度の執行はありませんでした。

退職被保険者等移送費

予算額(千円) 1

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 811702
事業名 退職被保険者等移送負担金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 262 資料



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 04

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 02 ＜成果・実績＞

項 05

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞

　被保険者の死亡に対し、そ
の葬祭を行う者に葬祭費とし
て１件５万円を支給し、葬祭を
行う者の経済的負担軽減を
図りました。

　今後も葬祭を行う者の経済的負担軽減のため、慎重な審査と適正な支給に努めます。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

葬祭費支給（事業年報より） 102 85 件

保険給付費

葬祭諸費  　被保険者の死亡に対し、その葬祭を行う者に葬祭費として１件５万円を支給し、葬祭を行う者の
経済的負担の軽減を図りました。

葬祭費

予算額(千円) 5,100

決算額(千円) 4,250

（前年決算 5,100

国庫支出金

事業CD 812201
事業名 葬祭一時負担金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 262 資料

＜事業概要＞

　出産育児一時金の適正化
を図るため、各医療機関から
国民健康保険団体連合会へ
請求された出産育児一時金
の審査業務の手数料を国民
健康保険団体連合会に支払
いました。 　今後も出産育児一時金の適正な支給のため、適切に審査手数料の支払いを行います。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

出産育児一時金手数料 37 25 件

保険給付費

出産育児諸費 　出産育児一時金の適正化を図るため、各医療機関から国保連合会へ請求された出産育児一時
金の審査業務について、１件当たり手数料２２０円の手数料を滋賀県国民健康保険団体連合会に
支払いました。出産育児一時金

予算額(千円) 10

決算額(千円) 5

（前年決算 8

国庫支出金

事業CD 812102
事業名 出産育児一時金支払手数料

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 262 資料



無

款 02 ＜成果・実績＞

項 06

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 03 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞

　安定的な国保財政運営の
ために、市町は県が市町ごと
に決定した納付金を県に納付
しました。

　今後も国民健康保険の安定的な財政的運営のために適切に県に納付金を支払います。この納
付金から算定される標準保険料率は、市町が賦課する保険料率の重要な要素となることから、納
付金算定にあたって県と建設的な議論を進めます。
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県支出金   

国民健康保険事業費納付金

医療給付費分 　県全体の保険給付費を賄うために必要な保険料収納額を県内市町で負担する制度で、県が算
定した配分額を県に支払いました。県は、納付金等を基に、各市町の保険給付費に必要な費用を
全額、普通交付金として支払います。一般被保険者医療給付費分

予算額(千円) 1,320,124

決算額(千円) 1,320,124

（前年決算 1,337,912

国庫支出金

事業CD 813101
事業名 一般被保険者医療給付費事業費納付金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 262 資料

＜事業概要＞

　新型コロナウイルス感染症
に感染又は感染が疑われる
場合、その療養のため労務に
服することができなかった期
間（一定の要件を満たした場
合に限る）傷病手当金を支給
しました。 　新型コロナウイルス感染症の感染法上の位置づけが「５類」になったことから、令和５年５月７日

で適用期間は終了しましたが、請求権の消滅時効は２年間あるため、引き続き申請内容の審査を
慎重に行い、適正な傷病手当金の支給に努めます。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

傷病手当負担金（事業年報より） 3 0 件

保険給付費

傷病諸費 　令和５年５月７日以前に新型コロナウイルス感染症により、労務に服することができず、収入が
減少した被保険者に対し、減収分３分２に相当する傷病手当金を支給するものですが、当年度の
執行はありませんでした。傷病手当金

予算額(千円) 100

決算額(千円) 0

（前年決算 115

国庫支出金

事業CD 812601
事業名 傷病手当負担金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 262 資料



無

款 03 ＜成果・実績＞

項 03

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 03 ＜成果・実績＞

項 04

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞

　安定的な国保財政運営の
ため、市町は県が市町ごとに
決定した納付金を県に納付し
ました。

　今後も国民健康保険の安定的な財政的運営のために適切に県に納付金を支払います。この納
付金から算定される標準保険料率は、市町が賦課する保険料率の重要な要素となることから、納
付金算定にあたって県と建設的な議論を進めます。
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県支出金   

＜事業概要＞

　安定的な国保財政運営の
ため、市町は県が市町ごとに
決定した納付金を県に納付し
ました。

　今後も国民健康保険の安定的な財政的運営のために適切に県に納付金を支払います。この納
付金から算定される標準保険料率は、市町が賦課する保険料率の重要な要素となることから、納
付金算定にあたって県と建設的な議論を進めます。
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国民健康保険事業費納付金

介護納付金分 　県全体国保が介護保険を支援するために必要な保険料収納額を県内市町で負担する制度で、
県が算定した配分額を県に支払いました。県は、納付金等を基に、社会保険診療報酬支払基金を
とおしてそれぞれの介護保険者に交付します。介護納付金分

予算額(千円) 148,694

決算額(千円) 148,694

（前年決算 151,772

国庫支出金

事業CD 813301
事業名 介護納付金事業費納付金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計

国民健康保険事業費納付金

後期高齢者支援金等分 　県全体国保が後期高齢者医療を支援するために必要な保険料収納額を県内市町で負担する制
度で、県が算定した配分額を県に支払いました。県は、納付金等を基に、社会保険診療報酬支払
基金をとおしてそれぞれの後期高齢者医療保険者に交付します。一般被保険者後期高齢者支援金等分

予算額(千円) 482,943

決算額(千円) 482,942

（前年決算 495,026

国庫支出金

事業CD 813201
事業名 一般被保険者後期高齢者支援金等事業費納付金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 264 資料

決算書頁 264 資料



有

款 08 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

特定健診受診状況（法定報告値）

（令和6年度は6月速報値）

特定保健指導実施状況（法定報告値）

（令和6年度は6月速報値）

＜事業概要＞

　４０歳以上の被保険者の生
活習慣病の発症・重症化を予
防するため、特定健康診査・
特定保健指導を実施するとと
もに、受診率増加を目的とし
た啓発・勧奨等を行いまし
た。 　特定健康診査の受診状況については、40～50歳代の受診率が低い状況にあります。受診率の

向上に向け、受診の習慣化されていないと思われる４０歳到達者と新規国保加入者を中心に勧奨
を行い、継続受診者の定着化や新規受診者の増加に向けて取り組みを進めます。
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保健事業費

特定健康診査等事業費 　国民健康保険加入中の４０歳以上の方を対象に、特定健康診査の受診券を送付し、健診を実施
することで、被保険者の疾病リスクの早期発見、重症化予防を図りました。また、受診者の中で一
定の数値を超えた方については、生活習慣を改善するため、専門職による特定保健指導を実施
することで、生活習慣病リスクの軽減を図りました。
　特定健康診査・特定保健指導の受診率向上のため、未受診者に対して勧奨を行いました。
個別勧奨通知の実施　1回目：2,832通　2回目：8,089通　3回目：7,059通

特定健康診査等事業費

予算額(千円) 71,228

決算額(千円) 64,076

（前年決算 66,483

国庫支出金

事業CD 815101
事業名 特定健康診査等事業

所管課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 264 資料

事業CD 815101 事業名 特定健康診査等事業 所管課 保険年金課

保険年金課

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 単位

対象者数 11,482 11,119 10,633 10,116 9,586

令和4年度 令和5年度 令和6年度

人

受診者数 4,919 5,098 4,746 4,546 4,262 人

受診率 42.8 45.8 44.6 44.9 44.5 ％

年度

対象者数

動機付け支援

終了率 25.5 21.5 20.6 26.2 7.6

終了率

74 73 74 80 76積極的支援

単位

人

人

人

人

％

動機付け支援 354 369 310 290 268

積極的支援 14 10 10 19 2

95 85 69 78 24

令和2年度 令和3年度



無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 01

）

※主な特定財源

３９歳以下健診受診状況

＜課題、今後の取り組み＞

年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 単位

対象者数 1,945 1,917 1,903 1,858 1,689 人

受診者数 108 126 120 116 112 人

受診率 5.6 6.6 6.3

＜事業概要＞

　生活習慣病を予防する対策
の一環として１９～３９歳の国
保加入中の若年者に対する
健康診査を実施しました。２５
～３９歳の国保加入者に対
し、健康診査の受診勧奨を行
いました。 　今後も引き続き事業を継続していくとともに、健診受診率の向上と、それに伴う被保険者の健康

増進のため、若年世代への効果的な勧奨として、SNSなどのさらなる活用なども検討していきま
す。
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保健事業費

保健事業費 　特に健診の機会が無いと思われる２５歳から３９歳の国保加入者を対象として、個別の通知を
行った他、各事業でのチラシ配布、ZTV、広報、公式LINEにより勧奨を行うことで、制度の周知や、
健康管理意識の変容を促しました。また、若年健康診査を実施することにより、若年層の疾病リス
クの早期発見、重症化予防を図りました。
個別勧奨通知の実施　１回目：1,231通　２回目：1,179通

保健衛生普及費

予算額(千円) 1,965

決算額(千円) 1,608

（前年決算 1,535

国庫支出金

6.2 6.6 ％

事業CD 815301
事業名 若年健康診査事業

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 266 資料

＜事業概要＞ ジェネリック差額通知の送付回数 4 4 回/年

　国民健康保険事業の適正
な運営のため、ジェネリック医
薬品の啓発および医療費の
通知を行いました。また、国
民健康保険加入者の健康増
進を目的として、人間ドック検
診受診者に費用助成を行い
ました。

人間ドック検診助成の実施 556 509 人

　医療費通知、ジェネリック医薬費差額通知により医療費の適正化に努めます。
　人間ドック検診助成については、今後も事業を継続していくとともに、ホームページや広報等での
市民啓発や周知に取り組み、健診受診率の向上に努め、生活習慣病の早期発見・早期治療につ
なげます。
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県支出金   10/10 事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

医療費通知の送付回数 4 2 回/年

保健事業費

保健事業費 　人間ドックにかかった費用の助成を行うことで、生活習慣病等の早期発見を目的とした被保険者
の健（検）診受診の習慣化を促しました。また、提出された人間ドックの結果を確認し、メタボリック
シンドロームの発症リスクが認められた方に対して、保健師や管理栄養士による生活習慣の改善
に向けたサポート（特定保健指導）を実施することにより、生活習慣病リスクの軽減を図りました。
　また、医療費通知とジェネリック医薬品差額通知の実施により医療費の適正化に努めました。

保健衛生普及費

予算額(千円) 13,563

決算額(千円) 11,622

（前年決算 12,929

国庫支出金

事業CD 815201
事業名 保健衛生普及事業

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 264 資料



無

款 08 ＜成果・実績＞

項 02

目 03

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 09 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞ 財政調整基金 年度中積立額 5,027 13,971 千円

　国民健康保険財政調整基
金の利息分（前年度繰越金を
含む）を基金会計に積み立て
ました。

財政調整基金 年度中繰入額 140,000 130,000 千円

　引き続き、国民健康保険財政調整基金の適正な管理に努めます。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

財政調整基金 年度末残高 433,882 317,853 千円

基金積立金

基金積立金 　国民健康保険財政調整基金の運用利息および前年度繰越金のうち余剰分を基金会計に積み
立てました。

財政調整基金費

予算額(千円) 13,971

決算額(千円) 13,971

（前年決算 5,027

国庫支出金

事業CD 961101
事業名 財政調整基金積立金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　医療費の増額に伴い、支払
いが困難な人の適切な療養
の確保と生活の安定を図るた
め、高額となる医療費の貸付
を行います。

 　今後申請があれば速やかに貸付の手続きを行います。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

高額医療費貸付金 0 0 件

保健事業費

保健事業費 　医療費の支払いが困難な人の適切な療養の確保と生活の安定を図るため、高額となる医療費
の貸付を行いますが、当年度の執行はありませんでした。

高額療養貸付金

予算額(千円) 340

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 815401
事業名 高額医療費貸付金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 266 資料



無

款 11 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 11 ＜成果・実績＞

項 01

目 03

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞

　税申告の修正等に伴い過
年度保険料が減額となったこ
とに対する当該保険料還付
に伴い、還付額や還付までの
期間に応じて還付加算金が
発生した場合に該当となる加
算金を支出しました。 　過誤納に対して、適正に加算金を算定し、速やかな還付処理を行います。
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諸支出金

償還金及び還付加算金 　税申告の修正等に伴い過年度保険料が減額となったことに対する保険料還付に伴い、還付額
や還付までの期間に応じて一定割合を乗じて計算した金額を還付加算金といい、発生した場合に
支出しました。一般被保険者還付加算金

予算額(千円) 36

決算額(千円) 6

（前年決算 6

国庫支出金

事業CD 819101
事業名 一般被保険者過年度収入保険料還付加算金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 266 資料

＜事業概要＞

　税申告の修正等に伴い過
年度保険料が減額となったこ
とに対して該当保険料の還付
を行いました。

　過誤納に対して、速やかな還付処理を行います。

29
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諸支出金

償還金及び還付加算金 　税申告の修正等に伴い過年度保険料が減額となり、保険料が過納となった場合、保険料の還付
を行いました。

一般被保険者保険料還付金

予算額(千円) 5,900

決算額(千円) 4,480

（前年決算 5,551

国庫支出金

事業CD 819001
事業名 一般被保険者過年度収入保険料返還金

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 266 資料



無

款 11 ＜成果・実績＞

項 01

目 07

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

無

款 11 ＜成果・実績＞

項 01

目 07

）

※主な特定財源

①

②

③

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞ 前々年度以前特別交付金 2,571 624 千円

　過年度に交付された特別交
付金について、実績報告等に
基づき、超過交付となった分
を返還しました。

　今後も超過交付となった交付金が発生した場合は、速やかに県へ返還を行います。
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県支出金   事業の目的（成果）を達成するため行った主な活動 令和5年度 令和6年度 単位

前年度特別交付金 2,150 2,209 千円

＜事業概要＞

　普通交付金について、概算
払いとなっていた令和４年度
２月診療差額分および過年
度の不当利得分を返還しまし
た。

　今後も超過交付となった交付金が発生した場合は、速やかに県へ返還を行います。
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諸支出金

償還金及び還付加算金 　特別交付金のうち、特定健康診査等負担金および保険者努力支援交付金（事業費分）について
は、交付額よりも実績額が少なかった場合、差額を翌年度に返還します。
　また、令和４年度以前に交付を受けている特別調整交付金（令和３年度　国民健康保険料　旧
扶養者減免分）について、賦課限度超過となった過大交付分を自主返還しました。

保険給付費等交付金償還金

予算額(千円) 2,833

決算額(千円) 2,833

（前年決算 4,721

国庫支出金

事業CD 819202
事業名 保険給付費等交付金償還金（特別交付金分）

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 266 資料

諸支出金

償還金及び還付加算金 　２月診療分の普通交付金については、概算払で交付されることから、精算時に超過交付となった
場合は翌年度に返還しました。また、過年度分の不当利得による返還金が発生し、診療費と相殺
できなかった場合、普通交付金が超過交付となるため、翌年度に返還しました。保険給付費等交付金償還金

予算額(千円) 70,959

決算額(千円) 70,958

（前年決算 71,536

国庫支出金

事業CD 819201
事業名 保険給付費等交付金償還金（普通交付金分）

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 266 資料



無

款 12 ＜成果・実績＞

項 01

目 01

）

※主な特定財源

＜課題、今後の取り組み＞

＜事業概要＞

　国保財政の急な出費に備
え、予備費を計上しました。

　引き続き、予備費を充用することのないよう、適正な予算管理に努めます。
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予備費

予備費 　国保財政の急な出費に備えて予備費を計上しましたが、当年度は予備費を充用する事態が生じ
ませんでした。

予備費

予算額(千円) 100

決算額(千円) 0

（前年決算 0

国庫支出金

事業CD 980111
事業名 予備費－国民健康保険特別会計

所管課 保険年金課

会計 国民健康保険特別会計 決算書頁 266 資料


